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研究成果の要旨 

我が国では、がん患者数の増加が著しい。本研究班では、限られた医療資源を効率的に用い、がん

患者の治癒例を増加させ、ＱＯＬの向上を図るための研究を進めてきた。理論的には、対立する概念

と考えられがちな“医療サービスの向上”と“医療費の節減”との両者を同時に実現する手段として

注目されている疾病管理に基本を置いている。 

本年度は、がん検診に関し、救命されるがん患者の総数を評価するシステムモデルを用い、検診受

診率の向上と個人の毎年受診の実現が重要であることを数量的に明らかにした。 

がん医療では、患者への情報開示、患者参加型の医療など、パラダイム・シフトが起きている。医

療相談や患者が雇用するPatient Consumer Advocacyについての検討では、患者の声を聞き、患者の意

思決定を支援することが、がん医療における患者満足度向上に極めて重要であることが明らかにされ

た。 

医療経済学的な視点からは、がん罹患の年齢やがんの種類等の因子と逸失利益との関係の重要性も

明らかにされた。また、オーストラリアについての調査により、効率的ながん医療の実践において、

今後の改善目標についての情報が得られた。 
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総括研究報告  

  

１ 研究目的  

世界に例をみない高齢化社会の訪れにより、我が国の

がん罹患者数の増加が著しい。患者数の実数増に加え、

がんの告知が普及し、さらに、患者・家族の医学的知識・

消費者意識も向上している。このような“がんの時代”

において、有効ながん対策を実践するには、国民一人ひ 

とりが予防技術を学び、積極的にがん検診を受け、そし

て症状があれば速やかに医療機関を受診する習慣を身に 

つけることが必要である。 

本研究では、対立する概念と考えられがちな医療サー

ビスの向上と医療費の節減との両者を同時に実現する手
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段として注目されている疾病管理に基本を置き、ある集

団を対象に、啓発活動、予防、検診、診療、社会復帰、

緩和医療そして全ての分野に関わる研究活動を実践し、

結果的に最少の費用で、がんによる死亡者数を減じる手

法について検討を進めている。 

国民に対する啓発教育については、本年度、個々人が

受診するがん検診が、どの程度、がん発見に寄与するか

を定量的に分析する手法について検討した。 

本研究の目的には、我が国の医療制度の中で、患者満

足度の高いがん医療を実現できる手法を検討することも

含まれている。本年度は、患者や家族の体験や病院に対

する要望を聞き問題解決を図るシステムを院外の第三者

と連携しながら機能させていく試みについて検討を進め

た。 

がんの医療経済学的な立場からは、がん患者数の増加

と医療技術の進歩に伴い、今後も多くの医療資源が消費

されると予想される中で、医療資源の有効利用について

多面的に検討する必要が生じている。本年度は、がん罹

患による逸失利益について算定を進めた。また、海外の

事例として、オーストラリアのがん対策について調査を

進めた。 

２ 研究成果 

現在、即効的な効果が期待できるがん対策は、がん検

診を充実させることである。がん検診が優れた効果を上

げるためには、検診技術における精度向上、治療技術の

進歩に伴う治癒率の改善、適正な受診間隔や受診率向上

につながる社会の理解が重要であるが、このうち、受診

率向上について定量的に検討した。 

 がん検診の効果は、学術的には、非受診群に比較して、

受診群で認められるがん死亡の低減効果により数量的に

評価されている。一方、ある集団において、がん検診に

よりどの程度の人命が救われたかを計るがん検診の総合

的な効果は、受診群におけるがん死亡低減効果と受診率

との積で表される。受診率が低ければ、極めて有効なが

ん検診であっても、救われる人命の数は限られたものに

なる。集団を構成する個人一人ひとりについては、受診

間隔が重要である。胃がん検診を例として、毎年受診、

前臨床期の滞在時間を３年、前臨床期がんの有病率を推

定した上で計算すると、４０歳から毎年、胃がん検診を

受診した場合には、大多数の胃がんが発見されると推定

された。しかし、受診間隔が延びた場合、あるいは極端

な例として１回のみ検診を受診した場合には、発見確率

は急速に小さくなる。以上の分析から、微少ながんを発

見できるような検査法の開発あるいは治療技術の改善よ

りも、即効的かつ技術開発が不要であるという点で、検

診受診率の向上と、個人の毎年受診を実現することが、

がん検診の効果向上のためには最も効率的であると考え

られた。 

受診率がわが国で伸び悩んでいる原因としてはさまざ

まな要因が考えられるが、がん検診の効果に対する疑問

が受診を妨げている可能性が指摘されている。今後、が

ん検診の有効性に関する研究では、感度、特異度と言っ

た検査精度のみならず、受診間隔も含め、検診システム

全般の精度についての検討が必要で、その成果を国民に

周知させる必要がある。 

がん医療における患者満足度は、告知、インフォーム

ド・コンセント、セカンド・オピニオンなど、２０世紀

後半から２１世紀にかけて起きた医療のパラダイム・シ

フトを反映し、がん医療の実践に当たり重要な課題とな

っている。この中には、医療者の患者に対する様々な働

きかけとともに、患者や家族の意見や苦情を聞き取り、

それに対応するシステムが必須である。静岡がんセンタ

ーにおける医療相談と患者や家族からの意見、苦情の総

数は、年間、それぞれ７、５５８件と７９１件に達し、

個々の事例に対応することが満足度の向上に役立った。 

病院内に設置された医療相談とともに、行政、患者支

援団体、患者会等により運営される病院外の医療相談機

能も、がん患者のケアに役立つ。本研究では、新しい試

みとして、「患者が雇用するPatient Consumer Advocacy」

の意義についても検討を進めている。その試行の中で、

院内のシステムだけでは収集できない体験や要望が患者

から得られることが明らかにされた。患者の立場にたち、

患者の権利や利益を守ることを通して質の高い医療を提

供するためには、院内とともに院外のシステムも有用で

あり、特に、意思決定の難しいがん医療などの現場では

「患者の意思決定の支援者」として機能していく可能性

は高いものと考えられる。今後の課題としては、「患者

が雇用するPatient Consumer Advocacy」の質の評価、患

者の意思決定への関与に関する法的・倫理的論議などが

想定された。 

患者数の増加や技術の進歩等により、がん医療では今

後も多くの医療資源が消費される。一方で、少子高齢化、

経済の低迷等から医療財源が逼迫していくことが確実な

状況にあり、医療資源の効率的な運用のため、資源投入

における有効性の根拠が求められている。本研究では、

対立する概念と考えられがちな医療サービスの向上と医

療費の節減との両者を同時に実現する手段として注目さ

れている疾病管理技術の考え方を参考に、医療経済学的
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な検討も進めてきた。本年度は、がん罹患における逸失

利益算定のシステムモデルを確立し、検討を進めた。が

ん患者の逸失利益は、がん治療のために減算される金額

と、死亡によって失われる賃金稼得額の合計となる。一

般に、男性の場合、30～40 歳にがんに罹患した場合、逸

失利益が最大となる。30～40 歳は、余命は長く平均所得

も高くなるためと思われる。60歳代では所得が増えるが、

余命は短いため逸失利益は減少する。がんの種類によっ

て死亡率が違うため、例えば、男性の肺がんでは他のが

んよりも若年層で最大値が認められる。女性の場合は平

均所得の伸びが男性よりも少ないために、若年に最大値

が認められる現象は起きない。医療資源の有効活用とい

う観点からは、がん罹患の年齢、がんの種類等の因子と

逸失利益との関係を考慮することも必要である。 

諸外国では、医療資源の有効活用を図る試みが始まっ

ている。オーストラリアでは、均質ながん医療が実践さ

れており、同時に、政府あるいは州政府主導で、積極的

ながん対策も実施され、我が国のがん対策構築において、

学ぶべきところが多い。同国のがん対策の基本構想を検

討する役目を担う National Cancer Control Initiative

では、1997 年よりオーストラリア国内で、がんの予防、

検診、治療、患者支援および情報を扱う 36の作業グルー

プを立ち上げた。これらの作業グループは、数百名のが

ん対策に関わる関係者で構成され、同国のがん対策の改

善を図る 300 近い活動を提案し、うち 147 の活動が選択

され、さらに、がん医療専門家、研究者、公衆衛生関係

者によって検討を進め、30に絞った上で、さらに地域で

の検討を進め、最終的に最優先課題 13項目を選び、2001

年 に ”Priorities for Action in Cancer Control 

2001-2003”という報告書を発表している。これは、ボト

ムアップ・アプローチで作成された同国初のがん対策将

来計画である。同国では、この計画を念頭に、2004 年か

ら、がん対策を含む National Service Improvement 

Framework 計画を策定中で、ここでは、現在の同国にお

けるがん対策上、改善可能であり、改善を進めることに

よって、がん罹患・死亡を減らし、さらに患者の QOL を

向上させることが期待できる十数項目が明示されている。

その概要は、予防（タバコ、日光、肥満）、早期発見（各

種がん検診、かかりつけ医の強化、専門医への紹介）、治

療成績の改善（臨床ガイドライン、臨床試験）、治療中の

患者支援（遠隔地居住者等のアクセス改善、がん患者ケ

アコーディネータ、地域の専門医活性化、ケアの患者評

価、精神的ケア）、治療後の患者支援（ケアプラン、かか

りつけ医・患者への情報提供）、終末期医療（緩和ケア、

診療モデル）が含まれている。今後、同国における改善

手法は、その項目から考えても、多くの部分が我が国の

がん対策にも有用と考えられ、情報収集に努めていきた

い。 

３ 倫理面への配慮 

本研究の多くは、倫理的な問題は生じない形で、公表

されているデータ、システムモデル等を利用して行われ

た。医療相談に関わる研究は、患者を対象とせず、医療

相談担当者からの意見聴取により実施されており、倫理

的な問題は生じていない。 
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